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企業が取り組む「ＡＩ採

用」とは？ 
◆書類選考の時間が大幅に

短縮！ 
ＡＩ（人工知能）を新卒

や転職の選考に活用する

「AI 採用」を導入する企業

が増加し、企業の採用活動

が変わりつつあります。 
現在、「ＡＩ採用」は、特

に書類選考に活用すること

が多いようです。ＡＩに過

去の内定者のデータを学習

させ、応募者のエントリー

シートや履歴書等の内容が

その合格基準に満たすかど

うかを判断させるというも

のです。 
ソフトバンクでは、2018

年入社の新卒採用の書類選

考に「ＡＩ採用」を導入し

たところ、採用担当者が選

考に費やす時間を約７割削

減することができたという

ことです。また、統一性の

ある基準で判断ができるた

め、ミスマッチ防止にもな

るという効果が挙げられて

います。 
◆ＡＩが面接官？ 

2019 年の新卒採用では、

ＡＩが人間の代わりに面接

を行うサービスが本格的に

開始されました。スマート

フォンやタブレットにアプ

リをインストールし、コン

ピューターの音声の質問に

答えていくことで面接がで

き、受験者の資質を項目ご

とに分析することができる

サービスです。時間や場所

を問わないことから、企業

への今後の広がりが期待さ

れています。 
◆選考される就活生はどう

感じているか？ 
就職情報会社が学生を対

象に行った調査によると、

書類選考をＡＩが行うこと

に 50.1％が「反対」、面接を

ＡＩが判定することに

67.5％が「よいとは思わな

い」という結果となったと

のことです。やはり、人間

ではないＡＩに判断される

ことに対し、就活生は不満

や抵抗があるようです。 
◆「ＡＩ採用」は普及する

のか？ 
「ＡＩ採用」は、採用業

務の効率化につながるとし

て活用する企業が多いので

すが、最終的な選考は採用

担当者が行っています。今

後は、ＡＩ技術の発展や求

職者のデータが蓄積される

ことによって判断の精度も

高まることが期待されま

す。 
現時点では、採用する側

とされる側に賛否がありま

すが、採用ツールの 1 つと

して導入を検討してみては

いかがでしょうか。 
 

正社員の手当引き下げで

非正規との格差是正へ 
～日本郵政 
◆「同一労働同一賃金」実

現へ正社員の手当引き下げ 

日本郵政グループが、正

社員のうち約 5,000人の住

居手当を今年 10月に廃止す

るということです。この手

当はこれまで正社員にだけ

支給されていて、非正社員

との待遇格差は縮まること

になりますが、「同一労働

同一賃金」を目指す動きは

広がりつつあるなか、正社

員の待遇を下げて格差の是

正を図るのは異例です。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆経過措置の設定で組合側

も受け入れ 

日本郵政グループは、日

本郵政、日本郵便、ゆうち

ょ銀行、かんぽ生命保険の

４社からなり、廃止対象

は、原則として転居を伴う

転勤のない条件の正社員

（約２万人）のうち、住居

手当を受け取っている約

5,000人。１人あたりでは、

年間最大 32万 4,000円の減

収になります。 

きっかけは、日本郵政グル

ープ労働組合（組合員数約

24 万人）が今春闘での要求

で、正社員だけに認められ

ている扶養手当や住居手当

など五つの手当を非正社員

にも支給するよう求めたこ

とです。 

これに対し、会社側は組

合側の考え方に理解を示し

て「年始勤務手当」につい

ては非正社員への支給を認

める一方で、逆に一部の正

社員を対象に住居手当の廃

止を提案しました。組合側

は、当初は反対しました

が、廃止後も 10年間は一部

を支給する経過措置を設け

ることで折り合いました。 

◆手当の廃止は正社員に 

不満も 

同一労働同一賃金に関す

る厚生労働省のガイドライ

ン案では、正社員にだけ支

給されるケースも多い通勤

手当や食事手当といった各

種手当の待遇差は認めない

としており、政府は非正社

員の待遇が、正社員の待遇

に引き上げられることを想

定していました。 

同一労働同一賃金の実現

を、正社員の待遇を引き下

げることによって実現しよ

うという動きは、正規と非

正規社員の間にあつれきを

生む懸念もありますが、今

回の日本郵政グループの判

断を民間の単一労組では国

内最大の組合側が受け入れ

たことで、こうした動きは

他企業にも広がるかもしれ

ません。 

【同一労働同一賃金ガイド

ライン案】 

http://www.mhlw.go.jp/st

f/seisakunitsuite/bunya/

0000190591.html 

 
5 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

10 日 
○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 
○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 
［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業

開始届の提出＜前月以

降に一括有期事業を開

始している場合＞ 
［労働基準監督署］ 

 
15 日 
○ 特別農業所得者の承認

申請［税務署］ 
 
31 日 

～当事務所より一言～ 

今回は、企業の採用とＡ

Ｉの話題について取り上

げました。 

ＡＩの企業法務への応

用や影響等、ますます目が

離せない状況です。 

この点、当事務所の弁護

士は、基本情報技術者でも

ありますが、この度、応用

情報技術者試験も受験し

て参りました。 

さすがに難易度が高く、

不合格必至ですが……。 

それでも、この高度情報

化社会に対応できる弁護

士・中小企業診断士を目指

し、精進していく所存で

す。 

○ 軽自動車税の納付［市区

町村］ 
○ 自動車税の納付［都道府

県］ 
○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 
○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 
○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞ 
○ ［公共職業安定所］ 
○ 確定申告税額の延納届

出額の納付［税務署］ 


